石狩市公立小中学校事務職員第１9回学校間連携会議
２０１１年２月２２日　
於：りんくる３０４号会議室
１．議長挨拶
２．経過報告
２月１５日（火）
日刊連携会議第７６号（職業体験学習の旅費について）



「職業体験学習の旅費に関する調査」アップ（白書提言）



2011年度当初机椅子等必要数調査（白書提言）
２月１６日
（水）
ふらのフォーラム一次案内アップ

３．協議題
（１）「提言２０１０」に向けて・その３　～　別紙１
　　　
（２）各学校評価の交流について　～　別紙２
４．連絡事項

　　　　（１）生徒名前ゴム印のその後について

＜別紙１＞「提言２０１０」に向けて・その３
１８・１９回連携会議の論議を経て、２０１０年の提言を以下の3点としたい。なお、提言の通し番号は２００９からの引き続き番号とている。
	提言８　図書費の執行について



	提言内容
１．児童生徒用図書の購入にあたって、１０万円を超える発注が可能となるよう規則改正やその他の方法について検討すること。



	　児童生徒用図書費については、学校教育課所管の配分予算であることから、少額執行決議書による処理が通例となっています。市教委の方針のもと、配分予算が毎年増額していることは望ましいことではありますが、配分額の多い学校においては現行の手続きでは前の発注図書の納入から２週間を経過しなければ次の執行決議が出来ないことなどから、毎月のように発注と決済処理をしなくてはならないという実情も惹起しています。
　このことについて学校間連携会議事務局で各学校の状況を調査したところ、以下のような状況であることが明らかになりました。
①例年の学校図書の納入パターンについて訊ねたところ、全２１校中、「配分額のほぼ全額分が一度に納入される」と回答した学校は１４校で、その学校の配分額の最高（新設校の双葉小を除く）は７６２千円、最低（同）は１３９千円、平均（同）は３０４千円でした。
②同じく「年間２回くらいで納入」と回答した学校は４校で、「①」とあわせると１８校でした。
以上のことから、実際には配分額のほとんどを一度に発注して学校に納品されている学校が大半であることが分かりました。つまり、現在の規則では１０万円未満を発注して納品の後２週間たたないと次の発注ができないことになっていますが、実際はそのようになっていないということがわかりました。なぜこのようなことがおこるかというと、学校内で図書担当者が教職員や児童生徒の要望をとりまとめた後、一度に発注し出来るだけ一括で納入された方が、その後の図書整備や図書室運営が円滑に進むからであると考えられ、学校図書館運営の円滑化にとって最も合理的な方法であると思われます。その意味では現在の図書費執行システムは現場実態にそぐわないものであり、一連の事務の効率化を妨げているものといえます。
そこで、事務の効率化のための第一点目として、執行決議書の決済額の上限を１０万円以上に引き上げる方法が考えられます。現行規則でも２０万円未満は学校教育課長決済、２０万円以上は契約課委託という方法がありますが、いずれも３社以上の見積書が必要となります。この場合、図書管理システムに伴うバーコードちょう付やその費用支弁の関わりから、事実上３社から見積もり書を取り寄せることができない学校が多数あります。
したがって最良の方法は、図書費に限り１０万円以上の発注が可能となるよう規則を改正するか、または別な発注・納入システムを開発することであると考えます。例えば、学校奨励プログラム補助金などは規則上校長に事務委任されている形跡もなく、１０万円以上の発注に制限もありません。事務の効率化はこれからあらゆる場面ですすめなければならない課題であり、図書費執行事務は以上のことから効率化可能であると考えます。なお、今回の提言では、各学校における図書費執行が規則通りに行われていない現状をあえて報告しましたが、そのことをもって適正化を指導されることは連携会議の意図するところではありません。学校教育を円滑かつ効率的にすすめる一環としてこの問題を検討していただきたいと思います。


	提言９　児童生徒名前ゴム印の公費化について



	提言内容
１．児童生徒名前ゴム印を学校配分予算以外の公費で購入できるよう予算措置すること。



	　連携会議は、２００９年９月に市内各学校の児童生徒名前印の購入に関する調査を行いました。調査結果から分かったことは、
①名前ゴム印については、中学校１校を除いて全て使用している。
②ゴム印の調達方法については、「学校徴収金として集金し、購入」が１６校、「PTA予算で購入」が１校、「市経理で購入」が２校、「卒業小学校から引き継ぐ」が２校である。
などの実態です。
このような状況について連携会議では、名前ゴム印はもっぱら事務処理のみに使用するものであり、家庭の負担にすることは適当でないと考え、家庭の負担を軽減する観点からも解決策について検討してきました。その結果２０１０年４月には、１つの中学校において卒業小学校校から引き継ぐこととなり、さらに１つの中学校において２０１１年４月から卒業小学校から引き継ぐことになる予定です。このように、中学校では小学校とのサイズ違いなどの多少の不便はあるものの、将来的には小学校からの引き継ぎで対応することの目途がたったと考えられます。
　次に、小学校については入学時に新たに購入する必要があることから、公費で購入するための予算措置をしなければなりません。しかし、最大規模の南線小学校における購入総額も２０千～２５千円とそう多くはないものの、配分予算を圧縮することになり、その結果PTA会費から支出するなど、間接的な保護者負担となっている学校もあることから、基本的に名前印は配分外予算として位置づける必要があると考えます。
　なお、名前印の購入費用負担に関わる基本的考え方については、前段でも述べたとおり事務経費と考えますので、安易に家庭からその費用を徴収することのないよう、教育委員会として見解をまとめ、必要に応じて各学校に対しその考え方について周知すべきと考えます。



	提言１０　職業体験学習の生徒旅費の措置について



	提言内容
１．職業体験学習のため、生徒が交通機関等を利用する場合の旅費について措置すること。
２．当面、プログラム奨励補助金から学校の実情に応じて執行できるよう関係規則を整備すること。



	　連携会議は市内各中学校の今年度の職業体験学習の実施状況とそれにかかる経費負担の状況を調査しました。調査結果から分かったことの概要は、以下の通りです。
①職業体験学習は全ての中学校で実施している。
②訪問先は８中学校のうち、市内のみが３校、市内市外両方が５校である。
③生徒の移動にかかる経費の手当については、スクールバス利用が4校だが、その場合も行き先によって自己負担が発生する場合もある。それ以外の学校については基本的に自己負担となっており、個人負担がほぼ発生しない学校は1校のみである。
④引率教職員が自家用車を使用した場合にかかわる経費は、1校を除いて全て自己負担となっている。
　また、この調査とあわせて管内他市の状況を電話で問い合わせまとめた内容は以下の通りです。（※当該市教委担当者に問い合わせたものではなく、あくまで現場事務職員に対する聞き取りです。）
①江別市：総合学習費（１・３年）、キャリア教育費（２年）でバスカード購入やバス借り上げができる。 

②恵庭市：「恵教推補助金」が、使途が限定されていないので、それを充当している学校もある。（引率旅費としても使える） 

③北広島市：「中学校教育振興補助金」の「インターンシップ補助金」使途が限定されていないので、それを充当している学校や損害保険をかけている学校もある。
④千歳市：「グローカル」という名称の予算の中に「旅費」があり、生徒交通費として使える。１・２年についてはバス現物支給がある場合もある。 

　
　以上の調査から考察すると、石狩市は管内他市と比較して、①スクールバス利用という現物支給はあるものの一部の学校にとどまっている、②スクールバス利用のない学校においては個人負担に対する補助的給付を行うための財源が位置づいていない、ということがわかります。石狩市においては、職業体験学習の受け入れ事業所情報を市教委が作成するなど、積極的な条件整備をはかっていると評価できますが、受け入れ事業所によっては札幌市中央区や小樽市など遠距離の場合もあることから、個人負担に対する措置について検討する必要があると考えます。
　なお、職業体験学習の意義が高まっているとはいえ、無定量に交通費を措置することは財政上困難と考えられるため、当面プログラム奨励補助金の運用によって手当てすることも検討すべきと考えます。










＜別紙２＞各学校評価の交流について

１．学校評価を分析することの目的について

以前から現場で行われていた「年度末反省」は、平成１９年の学校教育法改正で「学校評価」として法的根拠を伴うことになり、学校教育法施行規則に規定する「自己評価」としてスタイルが新しくなりました。一方、「領域としての学校事務」の考え方においては当初から「調査・実態把握」→「企画」→「運用・展開」→「反省」という学校事務のサイクル化が提唱され、具体的とりくみがすすめられてきました。その意味では、自主的・創造的に私たちがとりくんできた「反省」が法的根拠をもつ「学校評価（内部評価）」に移行したことには若干の違和感はあるものの、この中で一年間の活動を振り返り、次年度へつなげていくというとりくみの主旨はこれからも生かしていかなくてはなりません。
また、現実にそれぞれの学校が抱えている学校事務運営上の課題について各学校で交流することで、自校におけるとりくみの参考にすることも可能です。

これらのことから、各学校の内部評価の交流をすすめます。

２．交流の方法

　(1)各学校の内部評価のうち、事務職員の業務にかかわる部分（事務係業務計画・学校事務運営計画）で職員会議等で確認されたものを収集しファイル化します。
　(2)ファイル化した資料は学校名や個人名を伏せてＨＰ上で公開します。

３．資料提出の方法

　(1)可能な限りＰＣデータで提出してください。

　(2)ＰＣデータで提出できない場合は、きれいにプリントした原版を事務局まで送付してください。

　(3)提出期日：可能な限り速やかに事務局まで提出願います。






